インド自動車産業におけるカイゼン活動とサプライヤー・システム by 青木,克生
経営論集
6 1巻第 3号
2 0 1 4年 3月
インド自動車産業におけるカイゼン活動と
サプライヤー・システム
177 
青木克生
I はじめに
国際自動車工業会によると.2012年の乗用車と商用車を含めた世界自動車生産台数はおよ
そ8.400万台で， うちアジアの占める割合は半数以上の4.370万台である。 2000年の5.950万
台(世界)と1.800万台(アジア)と比べると，世界生産の成長は1.4倍であるのに比較して，
アジア生産の成長は 2.4倍となっている。このような急激なアジア自動車産業の成長を支えて
いるのが中国とインドである。中国生産は200万台 (2000年)から1.930万台 (2012年)へ
とおよそ 10倍の成長を遂げ，インド生産は90万台 (2000年)から 410万台 (2012年)へと
およそ4.5倍の成長を遂げている。このような成長が著しいアジア自動車産業において中国自
動車産業についての先行研究は，李(1997).塩見 (2001).小林 (2004).上山 (2009).山崎
(2010) .朴 (2011)と多岐にわたる。その一方で、 400万台を超え世界第6位の自動車生産大
国となったインド自動車産業を対象とした研究はまだまだ少ない。
インド自動車産業の歴史を見ると.まず 1947年独立後においては保護政策が取られ.囲内
メーカーによる寡占状態が続いていた。このような状態に大きな変化をもたらしたのは.1981 
年のMarutiUdyogの設立である。このMaruti杜に対してはSuzukiが26%の出資を行ってお
り. 1983年からはSuzukiAltoをベースにしたMaruti800の生産が開始された。現在，この
会社はMarutiSuzukiとしてSuzukiの子会社となっており インド圏内で最大の販売シェア
を有している (2012年)01991年の自由化政策以降.GM. Honda. Hyundai. Ford. Toyota 
など様々なメーカーがインドへの進出を行ってきた。しかしながら.不安定な政情などから
1990年代に生産台数100万台を超える大きな成長を迎えることはなかった。本格的な成長を
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迎えたのは2003年以降である。それ以降の自動車生産は，年平均10%以上の成長を成し遂げ，
400万台以上の現在に至っている。
インド圏内の自動車(乗用車)販売動向についてみると.2012年の国内販売シェアは以下
のようになっている。 1位は MarutiSuzukiの1.063.599台(シェア38.6%に 2位は Hyundai
の391.276台 (14.2%に 3位は MahindraMahindraの360.250台 (13.1%). 4位はTataの
290.42台 (10.5%).そして 5位はToyotaの171.907台 (6.2%)である。ここでMarutiや
Hyundaiが主力車を投入しているのは，小型で低価格のA・Bセグメントである。インド市
場では.A (31%)とB(41%)双方のセグメントを合わせたシェアがおよそ70%にも達する。
Aセグメントには.Maruti Alto 800 (300.000-350.000ルピー:showroom price)やHyundai
Eon (294.000-402.000). Tata Nano (165.000-230.000)などがあり.BセグメントにはMaruti
Swift (470.000-700.000). Hyundai i20 (500.000-780.000). Toyota Etios (540.000-800.000). 
V olkswagen Polo (500.000-720.000)などがある。 ToyotaのCorolla(1.180.000-1.600.000)や
Camry (2.500.000・3.000.000)はCよりも上のセグメントに入るが，それらセグメントのトータ
ルはインド販売シェア全体の 2%にも満たない。 Toyotaの新興国向け戦略車Innova(964.000-
1.490.000)はMPVというカテゴリーに属するが，このセグメントは9.1%のシェアを有しており，
同じ価格帯のセダンと比べると売れ筋となっている。
以上から，インド自動車市場は低価格・小型車に極度に依存するという特性を有することが
分かる。しかしながら，低価格=販売増という単純な図式が成立しているわけではない。現
にAセグメントで最も低価格である Nanoの販売台数は.Maruti Alto 800の三分の一以下に
過ぎない。 Bセグメントでの売れ筋である MarutiSwiftやHyundaii20については，すでにみ
たように販売価格で他モデルより大幅に安いということはない。 Puneエリアで実施した自動
車ディーラー5社に対する聴き取り調査によれば，これらモデルは価格にマッチしたスタイリ
ングや装備という点で高い評価を受けている。 Hyundaii20は他社に先駆けてプッシュ・スター
ト・ボタンを導入するなど，顧客ニーズをリードする形で販売を伸ばしている。 Toyotaにつ
いては，品質という点ではすでに高い評価を確立している一方，それが現時点で同じセグメン
トのモデルと比べてセールスを凌駕するような状況に至っているわけで、はない。このような状
況で大きな課題として認識されていたことは 現地調達率の一層の拡大を通した「品質を維持
したままでの価格低下」ということである。
このような特殊なインド市場において 日本自動車メーカーは 日本で育成してきた組織
能力(藤本 1997.2003; Grant 1991. 1996)をいかにして現地で展開しているのであろうか。こ
れが本調査の大きな問題意識である。本調査では， 日本の自動車産業の競争力を支えてきた大
きな要因として生産システムと調達システムの2つの側面に注目する。とりわけカイゼン活
一一インド自動車産業におけるカイゼン活動とサプライヤー・システム一一 179 
動 (Imai1986， 1997) と長期継続的企業間関係の構築あるいはサプライヤー・システム (Dyer
and Nobeoka 2000;藤本ほか 1998)は， 日本的生産，調達システムのそれぞれにおいて競争優
位の源泉を創出する重要な組織能力であり， r品質を維持したままでの価格低下」という課題
を遂行する上でのキーポイントと考えることができる。以下では， Toyotaとその l次・ 2次
サプライヤーを中心に，カイゼン活動とサプライヤー・システムのインドでの実態について，
ローカル企業や外資系企業との比較を行いながら考察を進めていく。
E 調査企業の概要と調査方法
表 1 鯛査企業の概要
Toyota系サプライチェーン
Toyota FTY1 FTY2 FTY3 STY1 STY2 STY3 
企業形態 合弁(日本主導) 合弁(日本) 合弁(日本) 合弁(日本) 合弁(日本) インド企業 インド企業
設立 1990年代後半 1990後半 1990後半 1990 後半 20∞中頃 1980 後半 1980中頃
企業規模 約9，0∞人 5∞-1.000 500-1.000 1000-2，000 200以下 200-500 200以下
正社員比率 約70% 約50% 約50% 約30% 60-70% 約35% 約 60%
Tata系サプライチェーン 参考
Tata FTT1 FTT2 STT1 vw 
企業形態 インド企業 アメリカ企業 インド企業 インド企業 ドイツ企業
設立 1960年代後半 1990中頃 1990中頃 1990後半 2∞0後半
企業規模 約4，α旧日人 5∞-1.000 2∞-5∞ 5∞-1.∞o 約3，500
正社員比率 約 75% 約60% 約70% 約40% NA 
1.調査の方法
本調査は， 2013年8月26日から 9月6日の期間においてインド Bangalore. Pune周辺で筆
者(明治大学経営学部，青木克生)と共同研究者 (CardiffBusiness School. Maneesh Kumar) 
により実施された現地実態調査をベースとしている。なお本調査は，文部科学省科学研究費助
成事業・基盤研究 (C)r日本製造業におけるサプライヤー・システムの国際比較研究」プロジ‘エ
クトの一環である。 8月26-31日に滞在した Bangaloreでは表lに示されている Toyotaとそ
のl次 (FirstTier)サプライヤー3杜， 2次 (SecondTier)サプライヤー3杜に対する調査
訪問が実施された。 9月1-6日に滞在した Puneにおいては.表lに示されている Tataとそ
のl次サプライヤー 2社， 2次サプライヤー l社に加え.Volkswagen (VW) と自動車デイー
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ラー 5社 (Tata，VW， Maruti Suzuki， Hyundai， Toyota)に対する訪問が実施された。
調査企業について，まずは日本自動車メーカーの代表として Toyota，Toyotaにあるまと
まった機能を有する部品を提供している I次サプライヤー3社 1次サプライヤーに鉄やプ
ラスチックの加工部品を提供している 2次サプライヤー 3杜を選別した。これら企業に対し
ては，1)工場概況・カイゼン活動の実施状況(提案制度， QCサー クル， 5S， TPMなどに
2)カイゼン活動に対する組織的サポート(人材開発，人事管理，方針管理.組織インフラな
ど)， 3)部品調達・供給システム(材料・部品調達，部品供給システムなど)， 4)組織間関
係のマネジメント(サプライヤー支援，共同カイゼン活動，協力会など)，と大きく分けて4
つの質問項目をベースにインタビュー調査を行った。これら7社のインタビューにおいては，
日本人 18人，インド人 17人と合計35人の参加を得ることができた。次にインドローカル企
業として Tata，TataにToyota系1次サプライヤーと同系統の部品を供給している l次サプ
ライヤー2社，プラスチック成形の2次サプライヤー l社を比較対象として選別した。本来は
Toyota系と閉じ7社を想定していたが，先方の都合などにより結局4社のみ訪問が可能となっ
た。さらにインド外資系メーカーの比較対象として VWへの調査も実施した。これら 5杜全
てに対して閉じ質問票をベースとしたインタビュー調査を行い，合計24人のインド人の参加
を得ることができた。
2.間査企業の特徴
表lの調査対象企業の特徴については以下3つの点を挙げることができる。
第一に.ほとんどの企業の設立が1980年代以降で歴史が浅いということができる。これは
インド自動車産業における自由化政策が1990年代以降に推進されたことと大きく関係してい
る。1960年代に設立されたTataにおいても乗用車生産が開始されたのは1990年代以降である。
第二に，小規模な研究開発機能という点を挙げることができる。これはとりわけ日本企業に
当てはまる。 Toyota系については，日本とタイに研究開発機能の多くを依存しており，イン
ド圏内は小規模なものにすぎない。 VWについてもインドの研究開発スタッフは30司40人で.
彼らは主に仕様のローカル化に着手しているにすぎない。 Tataについては，インド圏内に来・
商用車7工場，およそ40，000人の従業員を擁し，研究開発スタッフは4，500人とされている。
しかし Tata自身も研究開発機能の充実が最大の課題の一つであると認めており.充実してい
るとはいえない。研究開発で例外的な存在は アメリカ系のFTTlである。インド圏内に 12
の拠点と 3，000人の従業員を有する FTT1社は，現在3つの研究開発センターと 800人のスタッ
フをインド圏内に擁する。新しい技術センターの設立によりこれを lつにまとめ， 2015年ま
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でに1.000人以上へと増強する計画である。新しい技術センターでは.設計・開発はもちろん
のこと，初期段階の製品定義や3Dシミュレーションなどの機能も増強する。
第三に.大規模な非正規社員の採用を挙げることができる。これはインドにおける労使関係
と大きく関係している。インドにおいては 特に外資系企業において労働組合の力が強く，賃
金交渉はもちろんのこと，正規社員増強といった経営側の意思決定に強く干渉してくる。その
ため，経営側の意思に反して非正規の割合が大きくなっているケースもあれば，賃金の抑制を
意図して一定規模の非正規が雇われている場合もある。もちろん景気変動のバッファーという
効果もある。しかし非正規の採用期間は基本的には6ヶ月以内と定められているため，工場内
に技能や知識を蓄積していくためには ある程度のレベルに押えなければならない。そのため
FTY2社やFTY3社などは正規社員の拡大を大きな課題としていた。
以下では，すでに述べた1・4の質問項目をベースに具体的な調査結果について，まずは
Toyota， Tata， VWの自動車メーカー聞の比較，次には Toyota系l次・ 2次と Tata系1次・
2次のサプライチェーン聞の比較 という形で順にみていく。
E 調査結果
1.工場概況とカイゼン活動
1.1 工場概況
表2 自動車メーカー3社における工場概要の比較
メーカー Toyota Tata VW 
組立工場 Plant 1 Plant 2 Plant 1 Plant 1 
生産能力 年産 10万台 年産21万台 日産1，∞0台 年産1万台
車種 2車種 3車種 2車種 3車種
勤務体制 2直 2直 l直 2直
タクトタイム 約3分 約2分 約2分 約2分
リードタイム (HPV) 1.3日 1.8日 約3日 41時間
溶接自働化率 20-30% 40-50% 35-40% (Plant 2: 90%) 30% 
注:タクトタイムは 1日の生産量に依存する。訪問時はインド経済の不振により全体的に生産量は減少傾向に
あった。 Tataにおいては. 1日の生産台数は 250台であった。 l直 (8時間)をそれで割ると約2分となる。た
だし順立て生産で同期化しているシートサプライヤ}のタクトタイムは67秒であった。
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表2は自動車メーカー3社における工場に関する基本的なデータをまとめたものである。以
下では，これらメーカー3社の工場の特徴をさらに詳しくみていく。
Toyota 
プレス，溶接，塗装，組立といったショップを有し 少し離れた部品工場ではエンジンと
ミッションを生産している。工場は FortunerとInnovaを混流生産する第一と， Etios， Liva， 
Carollaを混流生産する第二と 2つあり，それぞれが同じ生産順序で一個流しをしている。第二
工場のシャシーラインは横置きで3mの間隔で車両が流れており，上から吊るすタイプではな
く下置きのラインが用いられている。これはToyotaグループで最新のラインコンセプトである。
組立におけるドアの搬送は自動でミはなく，手動となっている。また溶接の自動化率も 50%以下
である。組立においては，以前はSPSCSet Parts Supply)エリアでの順立てを多用していたが，
順立て作業の重複を避けるために 最近ではラインサイドの部品棚へのダイレクト供給が増え
ている。
Tata 
エンジン， BIW Cプレスと溶接)，塗装，組立，型とエンジニアリングなどのショップがある。
溶接ラインは2本あり， 1本は IndigoとIndicaを混流で生産している組立ショップへ，もう l
本は Puneの別の場所にある Tata-Fiat工場 CVista，Manza， Marinaを生産)へとコネクトして
いる。 2本目の新しいラインでは溶接の自働化率が90%となっている。 BIWから最終組立は同
じ生産順序で一個流しをしている。エンジンはコンピュータ制御された巨大な倉庫へと自動搬
送され，それが自動で}I頁立てされ，エンジンサプラインへと自動搬送される。エンジンサプラ
インはAGVを用いておりこれが自動で、シャシーラインへと搬送されていく。シャシーとボディ
のドッキングの際の位置決めも自動化している。組立ラインでは作業者の部品選別作業を極力
排除している。大型のモジ、ユールはサプライヤーから直接順立てでラインへと搬送され，小型
の部品はスーパーマーケットエリアで順立てされたものがラインサイドへと送られてくる。
VW 
プレス，溶接，塗装，組立といったショップを有している。プレスについては外部ベンダー
も採用されている。パワートレインはドイツから輸入している。生産車種は， Polo， Vento， 
Rapil Cシュコダ)の3車種を混流で一個流し生産している。 Poloについては， ドイツと基本
的には同じものを多少の仕様変更をほどこして生産している。ここで生産されたモデルは，マ
レーシア，アフリカ，メキシコなど30カ国に輸出している。溶接の自動化率は 30%である。
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組立ラインについて，シャシーとボディのドッキングは全自動となっている。
以上から， Toyotaとvwについては，本国で標準化されたラインコンセプトを用い，それ
を自動化率を落とす形でローカライズしていることが窺える。これは必ずしも古いコンセプ
トがインドで用いられているということではない。 Toyotaのシャシーラインでは日本に先駆
けて最新のコンセプトが導入されている。また Tataの新しい溶接ラインのように自動化率を
90%へと高めるような動きも見られる。 Tataにおいては，エンジン供給においても全自動の
システムが用いられており，自動化技術への積極的な投資が確認で、きた。しかしながら，これ
が現在の労働コストと生産量に見合うものであるのかどうかについては疑問が残る。インド経
済全体の影響もあるが，現在のTataの生産量は組立工場の生産能力の 1/4にまで縮小してい
る。一方， Toyotaのシャシーラインのコンセプトは，吊り下げ式から床置き式への変更といっ
た初期投資の削減を意図したものであるといえる。
サプライヤー各社についても，インド系以外については，本国で標準化された設備を用いつ
つもマニュアル工程を多用するなどしてローカライズしていた。インド系については，日系顧
客やコンサルタントの指導を得るなどして品質向上を試みていた。品質レベルについては，日
系l次では年間平均で10ppm未満， 2次では2013年 (8月まで)はゼロクレームであった。
外資系の l次では 10-40ppmレベル，それ以外のインド系では 150・5∞ppmレベルであった。
ただしインド系のSTY2については，顧客からゼロ ppmアワードを何度も受賞するなど例外
的な存在であった (2013年は8月までゼロクレーム)。また他のインド系についても， FTT2 
については 2013年の 3-8月で毎月ゼロクレームを更新 STY3についても 2013年度は 100
ppm以下に抑制するなど着実に品質レベルを上げて来ている。インド系企業の問題は，顧客
ppm改善の一方で、， STY2以外の in-houseppmが1.000以上のレベjレとなっており，依然と
して高いということである。これは，納期やコストに大きく影響してくるため，早急に解決さ
れるべき課題であるといえよう。
1.2 カイゼン活動実施状況の比較
以下ではまず，自動車メーカー3社のカイゼン活動の実施状況を概観しその後にサプライ
ヤー各社の状況について簡単.にまとめる。
Toyota 
Toyotaについては，提案HJI度， QCサークル (QCC)，自主研といった日本と同様の活動を
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日本とほぼ同じ形でインドでも展開している。それ以外に， Smooth， Simple， Slimをキーワー
ドとする 3S大部屋活動を実施していた。この活動ではヨセドメ(スペースの有効活用)が重
視されており，前年比8%のコスト削減が実現している。また改善成果のヨコテンにも力を入
れていた。自主研としては 10のプロジ、ェクトが現場チームの聞で展開されており， 2-6ヶ月で
1つのテーマが完結する形となっている。「前倒し」とのキーワードを用いて，ターゲツトの
達成を意図的に早めていくことを試みていた。また溶接部門からカラクリ・カイゼンをスター
トしている。
Tata 
Tataのカイゼン活動は，コンサルタントを用いて日本的な活動を積極的に展開している点
に特徴がある。工場内では.品質部門が先導する形でTQMを全面的に展開していた。これに
際しては， 3.5ヵ月に一度デミング賞受賞経験のある日本人コンサルタントが指導に来ている。
TQMの一環としてlチーム 5-7人で構成される約50の自律的チームを組織している。これは
SQDC (安全，品質，納期.コスト)について作業者自身で話し合い，自立的に管理するとい
う活動である。また工場内に品質センターという一面があり，チョコ停が起こった際は，作業
者が集まり， 10-15分間原因を話し合う場が設けられている。その一方で，サプライヤー・シ
ステムについては.日本人コンサルタントの支援を用いたサプライヤーへのカイゼン指導およ
び共同カイゼン活動が展開されていた。これについては4で詳しくみていく。
VW 
VWについては，グローパルで標準化された生産システム (VWPS)の一環としてのカイ
ゼン活動がインドでも展開されていた。まずKVPと呼ばれる現場ワーカーも参加するカイゼ
ンワークショップを開催している。 lつのワークショップは 1週間で終了する形となってお
り， 1年で50-60のワークショップを開催している。これは筆者が2010年に訪問したドイツ
Wolfsburg工場と同じ形態である。また提案制度もドイツ本国とほぼ同じ形で実施されていた
(ドイツメーカーのカイゼン活動については青木 (20ll)を参照)0 Lean Centerというトレー
ニングセンターを設け，そこで従業員のみならずサプライヤーに対しでも VWPS関連のトレー
ニングが提供されていた。
サプライヤーについて，まず日系メーカーについては，提案制度やQCCなど日本とほぼ同
様のカイゼン活動を展開していた。 FTY3については，段ボールの模擬ラインを用いて作業者
がカイゼン・アイデアの創出をする活動やカラクリ・カイゼンなどを展開していた。カラク
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リ・アイデアは1.000団連続稼働テストを通過したもののみをラインで使用するなど徹底した
チェックが行われていた。インド系のSTY2やSTY3については， 日系顧客のサプライヤー
開発活動に参加することを通して提案制度や QCC. プロジェクト・チームといった活動を取
り入れていた。 QCCについては.Quality Circle Forum of IndiaやAutomotiveComponent 
Manufacturer Associationなどのインド産業団体が囲内で積極的に推進しており，インドでは
これら関係の教育を受けたり，大会に参加したりする機会が聞かれている。
Tata系について，まずアメリカ系の FTTlは，グローバルで標準化された生産システム
の一環として個人・チームベース双方の活動を展開していた。インド系について.FTT2は
Tataのサプライヤー開発活動の一環として日系コンサルテイングからの支援を得ており.
STT1については.Tata系とは別の最大顧客BajajのTPM活動の一環として. TPMをベー
スとしたカイゼン活動を積極的に展開していた。
以下では提案制度や小集団活動. 58やTPMなどさらに具体的にみていく。
1.2. 1 提案制度と小集団活動
まずは自動車メーカー3杜の提案制度と小集団活動の実施状況について以下でみていく。
Toyota 
日本と同様に一人月一件をターゲツトとして提案制度を運営している。提案の実施率も
100%である。日本と同様に 提案制度は生産チーム内でのコミュニケーション・ツールとの
目的をあわせ持っているが まだそれをツールとして使えない班長 (TL)が多いという問題
も指摘されていた。QCCは事務を含む全社レベルで実施している。各製造班にサークルがあり，
lサークルは 10-20人で構成されている。製造についてはQCCのための時間として月に2回
2時聞が与えられ，事務については業務時間内で実施している。テーマ選定は年2回実施して
おり，発表会も年2回実施している。サプライヤーと共同の QC大会もある。
Tata 
一人年 15件をターゲットとして提案制度を運営している。 2012年に総計34.500件のアイデ
アが出されている。そのうちおよそ85%は実施されている。最多の人では8月のみで400件の
提案を提出している。半年に l回コンペを行い，賞金とトロフイーを出している。最高で27.000
ルピーが与えられる。 QCCは非正規も含めた全社レベルで実施しており. 1サークルは7-12人
で構成されている。少なくとも週l回は会合を開催しており，使用されるフォーマットは A3で
統一している。半年に l囲内部コンペを行い 年に l回は外部のコンペへと参加している。
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vw 
Idea managementというvwグローパル・スキームの一環として提案制度を実施している。
ターゲ、ツトは一人年一件である。アイデアについては経済効果を算出しそれに見合う報酬を
支払っている。これはドイツ本国と閉じ形態である。現場作業者によって構成される QCCは
組織されていない。 Ohnocircleという工場長と各種専門家で構成されるクロス・ファンクショ
ナル・チーム (CFT)が週2回問題解決ミーティングを開催している。
表3 サプライヤーにおける提案制度と小集団活動の実態
提案制度
-一人年7件をタ}ゲットとして活動している。 2012年にはおよそ600件のアイデア
が実施された。年に一回ベストカイゼンを決定し，表彰している。
FTY1 -工場内に 21のQCCを組織している。 lサークルは異なる専門領域から参加する 2・5
小集団活動
人のメンバーで構成されている。活動期間は2・6ヵ月となっており. 1Jf11m頻度は活
動によりけりである。 Toyotaや他の産業団体が主催する複数の QC大会に参加して
いる。
-一人月 2件をターゲットとして活動している。実際に出てくるアイデアは3∞-350
提案制度 件(一人年1・1.5件)である。 lつのアイデアを出すと.250ルピーが与えられる。
Aランクには1.000ルピーが与えられる。
FTY2 -工場内に5つの QCCを組織し.1サークルに 20-25人が参加している。年11]21n1の
小集団活動
テーマ選定を行い.2回の発表会を設けている。優秀サークルはグループのアジア
大会へと選出される。最終的には日本で世界大会がある。インド図内の大会にも参
力目している。
-一人月 2件をターゲットとしている。実際に出てくるのは一人月 1件税皮で，その
拠案制度
半分程度が実行されている。年に l回ベストアイデアの表彰を行っており.IM;J，fは
10.000ルピーが支払われた。買物券と交換する仕組みが過去にあったが好i!fではな
FTY3 かった。
小集団活動
-工場内に正社員のみで構成される 10のQCCを組織している。 2014iドに最終的に結
果を出したのは3サークルで，うちlつは顧客の開催する大会でl位を獲得している。
-会社全体で月 45f~l: をタ}ゲットとしている。提案の一覧表に実施されたアイデア
提案f!ilj度 を瞥き込む形となっている。年に l図表彰をしている。最多で年に 60件の拠苦笑をす
STYl る人もいる。
小集団活動 . QCCは実施していない。来年からの導入を計画している。
提案市Ij度
-提案制度はあるが， ターゲットは定めていない。 3ヶ月間に 100-120ぐらいのアイ
デアを得ており.50-60%のアイデアは実施されている。
STY2 
小集団活動
-工場内に3つの QCCを組織している。 lサークルはCFTとして7人のメンバーで
構成され，非正規の参加も一部ある。 QCCアワードを出している。
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-工場全体で年3∞件(一人l件程度)をターゲットして活動している。どんなアイ
提案制度 デアに対しても小さな贈り物はしている。ベスト 6を選出してアワードを出してい
STY3 る。
小集団活動
-品質.治具，生産の問でのCFTはある。顧客満足向上を意図したもので.タスクフォー
スとして展開している。毎週木暇に作業者が小集団ミーティングは行っている。
提案制度
-一人月1.5件をターゲットとして活動している。実際にその数のアイデアが提示さ
れ，その50%ぐらいが実施されている。
FTT1 
小集団活動
-典型的なQCCは実施していない。品質問題を契機としたプロジェクト・チーム活
動は実施している。
'1ライン当たり月2件をターゲットとして活動している。ベストアイデアは表彰され，
提案制度 カイゼンギャラリーに掲示される。そこには顧客からのフィードパックメールも掲
FTT2 示されている。
小集団活動 -問題が生じた際にはCFTを設立して解決している。
提案制度
-一人月 l件をターゲットとして活動している。アイデアは工場内のー函に掲示され，
カイゼンワークショップで実施される。
STT1 
小集団活動
. TPMサークルという活動を実施している。 20サークル組織し.1サー クル8-10人
の正規社員のみで構成されている。毎週l回1時間を会合に費やしている。
サプライヤー各社が実施する提案制度と小集団活動の実施状況については，表3の通りであ
る。メーカー3杜の状況と表3を照らしてみると，提案制度は全ての会社で採用されているこ
とが分かる。提案の数を比較すると 日系よりもインド系の方がより多くの提案を得ていると
いうケースも観察できた。また金銭的な報酬や表彰機会などもほとんどの会社が与えていた。
これは，自らアイデアを出す積極性と褒められることによるモチベーション・アップという多
くの会社で認識されていたインド人従業員の特性に一致した活動であるといえる。 Tataでは
最高で一人(現場作業者)月 400件というケースが確認できた。このような積極性は工場内に
活気をもたらすであろうが，アイデアを書くことのみに時間が取られ，正味作業に影響がある
のではないかと懸念される。提案制度については 職場の活性化やカイゼン・シーズの提示の
みならず，生産グループ内での教育機会の提示という効果も期待できる。価値を生む作業とム
ダとの聞の違いを認識し，それをベースに適切なアイデアの出し方を教育するという点からい
えば.提案の数のみならず，班長や職長の指導能力，生産チーム内でのコミュニケーション機
会という点にも注意が必要であると考えられる。
小集団活動については，日系については全てがQCCを導入あるいは導入予定で、あった。こ
れはインド系についても. Tataを筆頭に積極的な展開を確認することができた。その一方で，
CFTによる問題解決活動と QCCが混同しているケースも存在した。 QCCが現場ベースの活
動となっているかどうかについては 現場作業者の教育レベルと関係があると思われる。イン
ドにおいては. QCやTQMを国家レベルで推進する体制が存在しており，その一環として教
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育機会の提示が行われている。このような機会を積極的に利用している企業では，自社内で
の教育負担を軽減する形での展開が可能となっているのではないかと考えられる。ちなみに
TataグループのTataStelはデミング賞を受賞している。外資系のvwやFTTlについては.
グローパル生産方式の一環としてカイゼン活動を実施しており，全員参加型の QCCではなく.
プロジェクト・ベースのCFTによる活動を展開していた。
1.2. 2 5 SとTPM
表4 自動車メーカーにおける 5SとTPMの実態
5S '5Sは日常管理の一環として作業者が毎日実施している。
Toyota -現場作業者がTPMをできるまでには至っていない。現在はメンテスキルのレベルアツ|
TPM プを目指してトレーニングを施している最中である。
.5Sはシフト開始あるいは終了時の5分間で実施している。 5Sチェックリストがあり， I 
5S スコア付けも笑施している。自己採点とともにお互いの職場を採点し合っている。 5S
Tata dayという管理者が自分の身の回りを整理整頓するプログラムもある。
TPM 
. TPMは製造長主導で実施している。 l人のTPMコンサルタントも庖っている。 {1γ糸
者の自主保全活動もあり，定期的にチェックする仕組みもある。
5S -各シフトで10分間の5Sを作業者が実施している。vw 
TPM -各シフトで 10分間のTPMを作業者が実施している。
表4は自動車メーカー 3社の5SとTPM関連の活動についてまとめたものである。ここか
ら分かるように. 3社とも 5Sについては日常管理の一環として作業者が自分の職場の整理整
頓を実施し，チェックリストを用いてそれをモニターするという活動が展開されている。これ
はほぼ全てのサプライヤーについても同様であった。 5Sについてのスコア付けや表彰という
点では， Tata系サプライヤーの方が積極的に実施しているという印象であった。またインド
系企業の中には. 5S活動とは別に清掃専用の人を雇い.定期的に清掃を行っている企業も存
在した。ほとんどの企業において，カラーテープを用いた定位置の見える化，パーツボックス
などの床置き禁止といったルール遵守が実施されていたが，使用済みダンボールが機械の械に
そのまま山積みされるという状況も STTlではみられた。その一方で，当社はTPM活動を全
社レベルで実施しており，作業者はJH(自主保全)の一環として毎日 15分間で27項目のチェッ
クを実施していた。このような状況から， 5SやTPMについて，インドでは清掃やチェック
といった表面的なレベルでの活動はみられるものの，それが必ずしも深い理解の下で実施され
ているとは限らないのではないか，と想像することができる。
これについて日系企業の意見をみると. FTY1の日本人管理者は.全員参加での5Sへの理
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解を得るまでに半年間の粘り強い日本人とインド人との聞のO]Tが必要であったことを説明し
ている。 FTY3においても，清掃ではなく品質保証活動の一環であることへの理解が得られな
いとインド人から5Sへの協力はなかなか得られない との意見が出ている。日系メーカーに
ついては，このようにO]Tベースで時聞を掛けた教育を行っており， TPMについての本格的
な導入はまだ展開されていない。その一方で、，インド系についてはTataやSTT1などでTPM
専用のコンサルタントを用いた実施がみられた。 vwやFTT1については，グローパル生産シ
ステムの一環としてTPM関連の教育スキームやチェック項目が提示されていた。このような
状況から， TPMについては日系以外のメーカーでより先進的な取組をみることができた。
2. カイゼン活動に対する組織的サポート
2. 1 人材育成
カイゼン活動に対する組織的サポートとして まずは人材育成についてみていく。人材育成
については，以下にみるように，自動車メーカー3社とも独自のトレーニングセンターを設立
するなどとりわけ大きな力を入れていた。
Toyota 
Gurukulと呼ばれるトレーニング道場で様々な教育を提示している。 Safetydojoでは，機
械の誤作動による衝撃体験ができるようになっており，それ以外にも標準作業，溶接，電気，
ロボットなどのエリアで異なるプログラムが提示されていた。電気とロボットのコースはメン
テナンスのみに対して 16週間の教育コースが提供されている。新規作業者は， Gurukulで基
礎スキルトレーニング7日→初歩スキルトレーニング7日→標準作業トレーニング7日を経た
後に現場へと入る。カイゼン教育としては，ラインバランスや山積みチャートなどについて日
本のサポートを得てグループ長 (GL)のレベルまでの展開が完了していた。現在はGLがTL
をトレーニングしている段階であり，その下の作業者はまだという状況であった。
さらにToyotaTechnical Training Institute (TTTI)という高等教育機関を設立し教育機
会に恵まれない若者の育成にも投資をしている。コースとしては，溶接，組立，塗装，保全が
あり， 1年に64人の新入生を迎え入れている。各コースには16人が配置される。入学生には，
l年目1，800/月， 2年目 2，000，3年目 2，200ルピーが支給され，寮での生活費はToyotaによっ
てサポートされている。 1年目はクラスルームセミナーのみであるが， 2年目以降はO]Tが
入ってくる。一般教養やプレゼンの方法，エンジン分解などの実習もカリキユラムに組まれて
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いる。ここの卒業生がToyotaに入ることを義務付けられているわけではないが，卒業生は大
抵Toyotaに入る。彼らにはToyotaの幹部候補として活躍することが期待されている。
Tata 
TQM (QC 7つ道具)，WQC， Tata生産システム，TPMなどの様々な教育プログラムがあり，
2時間，半日， 1日という異なるセッションが用意されている。新規作業者は，クラスルーム
導入教育3日→現場でOJT3日→試験 (3-4時間の作業観察)をへて現場へと入る。作業現場
においては，フルタイムの技能工養成プログラムがある。クラスルームと O]Tで3年を要す
るプログラムであり，その後は正規作業者への道が聞かれている。ここでは 1年に 150人を受
け入れている。 2012年にはWLCCollege Indiaと共同でTataMotors Academyを設立した。
これはカーディーラー育成プログラムであり 11カ月のトレーニング期間にはTataディーラー
での OJTも含まれている。
VW 
新規作業者は，導入教育 1週間 (VW生産システム教育，技能教育を含む)→OJT1-2週
間を経て現場での作業に入る。導入教育ではカイゼンワークショップで使うツールの紹介も
行っている。 LeanCenterという教育センターがあり.そこで従業員に VW生産システムの
教育や技能教育などを提示している。さらにVolkswagen Academyを2011年に設立している。
現在は 21人のインド人trainingcoordinatorsがおり， Metal workshopという 3年間のプログ
ラムが養成工に対して開講されている。養成工としては，年16人を受け入れている。それ以
外にも，当アカデミーでは， MSのパワーポイントやエクセル， 5Sと目で見る管理，コミュ
ニケーションやプレゼンテーシヨンスキル， ドイツ語などのコースが開講されている。訪問し
た週 (35週目)にはトータルで176人が当アカデミーに参加していた。
表5 サプライヤーにおける人材育成の実態
新人教育 -導入教育→準備教育1週間→各ショップへと配属(最初の 15-20日は作業観察期間)
FTY1 . QC7つ道具のトレーニングを会社内部・外部の双方で提供している。内部では
カイゼン教育
55やカイゼンについてのクラスルーム教育を提供している。
新人教育
. HRによる導入教育 1日→トレーニングセンターでの訓練10-15日(特殊工程で
は35日)→スキルテスト→現場でO]Tl週間程度
FTY2 
カイゼン教育
'QCやカイゼンについての導入教育のプログラムがある。 QCリーダーについては，
社内研修だけではなく，タイのグループ会社で研修を受けている。
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-クラスルーム導入教育l日→安全教育 1日→基礎スキル教育2日→初歩作業教育
新人教育
2日→テスト→現場での O]T1週間
-これら教育のために様々な実体験や技能訓練ができる訓練道場が設けられてい
FTY3 る。
カイゼン教育
-現場班長や職長が作業標準を作成している。山積みチャートやラインバランスに l
ついてはカイゼンエンジニアの協力を得ながら O]T形式で彼らが実施している。 I
-導入教育 1-2日→各職場でサポート業務兼作業見学1-2日→そのまま入れる工程
新人教育 もあれば数週間のトレーニングが必要となる工程もある。主要工程ではテストを
STY1 行っている。
カイゼン教育
-カンパンの使い方などについての一般的なテキストを使って学習会を行ってい
る。班長以上が参加し，月に2回程度実施している。
新人教育
. 5S.会社方針.安全などについて 1週間の教育を提供している。その後目現場へ
と配属され，監督者が最低1週間は作業観察をする。
STY2 . QC7つ道具について，コンサルタントや顧客からトレーニングを受け，その人達
カイゼン教育 が社内で展開している。作業者はデータ収集のみで.監督者が分析ツールの教育
を受けている。
新人教育
-全作業者に対して品質と機械作業についてのクラスルーム • O]T双方の教育を提
示している。
STY3 
カイゼン教育
-カイゼンについての知識は顧客から教育を受けている。それを従業員に展開して
いる。
新人教育
-導入教育4時間→クラスルーム 4日+O]Tll日(特殊工程ではO]T25日)のトレー
ニング
FTT1 
カイゼン教育
. 5S.カイゼン.TPM.標準作業，ポカヨケの5つが生産システムの基礎モジ‘ュール
となっており，各2時間のトレーニングが提示されている。
-クラスルーム教育4-5日→O]T9-10日
新人教育 -非正規に対するトレーニングはない。非正規は作業ではなく，工場内物流を行っ
FTT2 ている。
カイゼン教育
. TLCという教育センターが工場内にあり，毎月 1・2日間のトレーニングコースが
7-8つどこかのラインで提供されている。
新人教育
-正規社員はクラスルーム教育2日→O]T2日
-非正規は2時間の教育を経て現場へ入る。ゴ1，正規は簡単な作業のみ。
STT1 
カイゼン教育
-会ての作業者はTPMのStep4トレーニングを受けている。 CIIというインドの
産業団体から TPMのトレーニングを受けている。
表5はサプライヤー各社における人材育成の実態についてまとめたものである。ここから
メーカー，サプライヤ一双方を含むインドにおける人材育成の特徴についてみると.まずは新
人教育に各社とも大きな力を注いでいるということができる。これはインド製造業の基盤がま
だ脆弱なレベルに過ぎない，非正規作業者が多く用いられている，といったことと大きく関係
していると思われる。 FTT2や STTlなどのように 非正規作業者へのトレーニングに時間
をかけない代わりに.非正規による作業を運搬などの業務に限定しているケースもみられた。
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日系については.日本やタイなどからの支援を得ながら.OJTスタイルでローカル人材の育
成を試みるという特徴がみられる。これは，時間はかかるものの，確実に内部に技能を蓄積し
ていくことを意図していると思われる。特に Toyotaは.GLやTLといった全ての職制に対
しOJTベースのカイゼン教育を相当の時聞を掛けて提供している。このようにして職制クラ
スでカイゼンに対する徹底的な理解が得られるのであれば， 日常的に実施している提案制度や
QCCを教育の場として大いに活用していくことが可能となるのではないかと思われる。
一方.vwやSTTlなどの外資系企業は，グローパル生産システムの一環として標準化さ
れた教育プログラムを提示するという特徴がみられた。これら企業では.CFT主導のカイゼ
ン活動が展開されており.カイゼン教育はベーシック・モジ、ユールの一環として位置付けられ
ている。最後にインド系については.取引先顧客やコンサルタントの支援を得る形で人材育成
を試みるという特徴がみられる。 Tataについては. TQM. TPM. サプライヤー開発のみな
らず，安全教育においても外部コンサルタントの活用が行われていた。インド系については，
管理層も含めて教育成果の吸収に積極的であり，今後，内部のみで教育を展開できるまでに成
長するのであれば，かなり徹底した取組が定着するのではないかと想像できる。
2.2 人的資源管理
表6 自動車メーカーにおける人的資源管理の実態
-内部昇進システムを採用している。現在は作業者から GLまで弁逃しているが.そ
人事処遇 の先として管理者への登用も考えている。業績評価は個人に対して行っているがー
それは給料の部分には影響しない。ボーナスには差をつけている。
Toyota 
-工場内には労働条件改普についてのリストがあり，全ての従業只はそのリストに不
従業員対策 満を表明できることになっている。全ての不満は解消されるべきとの理念のトで1H
頼関係の構築に務めている。
-作業者は職場内のローテーションを行い，班長へと昇進していく。監督者 (SV)
人事処遇 以上は diplomaengineersが就任することとなる。 SVl・3.M (管理者)1・5というグ
Tata レードを経て，経営幹部 (EG4-l)へと昇進していく。
従業員対策 -労使関係はうまくいっている。 3年に一度賃金交渉を行うが，大きな問閣はない。
-作業者はチームスピーカーを経てグループスピーカーまで昇進している。その上は.
人事処遇 シフトリーダー→ショップコーディネーター→ショップヘッドとなるが，これらの
ポジションはエンジニアが就任する形となる。
vw 
-従業員とその家族を招待してフェステバルを行っている。映画スターなども招待し
従業員対策 ている。また現場ワーカーの家族を工場見学に招待するというイベントもml1/1!して
しミる。
表6は自動車メーカー3社の人的資源管理についてまとめたものである。ここから.まず
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Toyotaは日本と類似した内部昇進システム(職能資格制度)を用いていることが分かる。こ
れは日系サプライヤー全てにおいても共通する特徴であった。ただ労使関係については.日本
とは異なり，労働組合が強力な交渉力を有しているため.組合員の賃金については，査定など
で差をつける形とはなっていない。日本企業全てにおいては.組合員からスタッフ(大抵は班
長以上).さらにはマネジメントへの昇進ルートが提示されていた。このような昇進には， 日
本と同様の査定(目標管理)システムが用いられている。日本と全く同じ査定項目が用いられ
ている企業もあった。日本との違いとしては，職能階層聞の賃金格差が大きいということが
できる。ある企業の例では.非正規:8.0∞ルピー/月，正規作業者:20.0∞，間接スタッフ:
27.000.管理者:79.000となっており，また別の企業では，正規作業者:2-25.000.間接スタッ
フ:4・50.000.管理者:1-150.000ルピー/月となっている。つまり，管理者は正規作業者の4-5
倍以上の給料を受け取っていることとなる。また内部昇進の一方で、，日本ほどの定着性がイン
ド人従業員の間にあるわけではない。アメリカほどではないが，管理者レベルのヘッドハンテイ
ングなどは結構頻繁に行われるとのことである。
一方.Tataやvwをみると，職能別のグレードと内部昇進システムは存在するものの，組
合員としての作業者と，スタッフあるいはエンジニアとしての管理・監督者との聞に明確な境
界があることが分かる。これは日系以外にほぼ共通していた。ただしTataやFTT2では，作
業者が学位を取得し，管理者レベルへと昇進していく，という例を窺うことができた。その際，
企業からの学費支援の仕組みも用意されている。作業者のスキルが4段階マトリックスを用い
てO]Tベースで上昇していく仕組みは， 日系.インド・外資系の全てで採用されていた。ア
メリカ系のFTT1については，年 l回業績評価を行い.3-5年の長期で評価の高い作業者には
品質，メンテ.HRといったスタッフへの昇進機会が提示されていた。
労働組合との関係についてみると 日系とインド系との聞には明確な差異がみられた。イ
ンド系で組合との関係に苦労しているケースはほぼみられなかったが， 日系では賃金やその他
の交渉で困難性を抱えている企業が多かった。ある企業では 毎年35%の賃上げ要求を受け，
労使交渉に300-400時間を費やしているという。 2012年に突知4ヵ月ものストライキに突入し
たという STY1のようなケースも存在する。このような状況から，従業員対策には各社とも
様々な工夫がみられた。休憩の際のお茶菓子の提供 スポーツ大会や映画鑑賞，従業員の誕生
日のお祝いパーテイ」といった社交イベントも各社様々な形で開催されていた。 FTY3では，
毎月 1国土曜日の5時間を使い.Speak your mindといっ相互啓発イベントを開催している。
その一環として，次年度目標についての説明会や.QC発表会，さらには家族dayやスポーツ
Dayという形での従業員交流会も開催していた。同様のイベントは，そのサプライヤーであ
るSTY3でも実施されていた。当社では. 1日を通して5回はお茶菓子を提供しており，休
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日出勤の際にはフリーランチを提供している。仕事だけではなく グループデイスカッション
を行う際にも朝食かランチを提供していた。
2.3 方針管理
表7 自動車メーカーにおける方針管理の取組
-会社方針と工場方針は日本人が中心となって作り，各ショップの方針は現地のメンパーが自分た
ちで作る。方針を作る過程で下の人に作り方を OJTで教え込んで、いく。合宿をして徹底的に挑
Toyota 論ということも委員会ベースで実施している。
-会社方針は日本本社と連動しており，こちらから日本へとレポートを出している。内部の好制liは
機能別に毎月実施している。全体方針は半年ごとにロールアップをしている。
-社長がスコアカードのターゲットを承認し それが幹部クラス ショップレベルへと降りてくる。
ショップ管理者は日々の作業ミーテイングで作業者へと具体的なターゲットを伝えていく。
Tata 
-経営戦略と活動の評価を工場レベルと機能レベルで毎月開催している。経営幹部聞の評制Ii会1撲も
毎月開催している。
-各年度でKPIsを設定し，それを各部門 KPIsへと展開している。
vw . KPIsの評価については，年 l回本社主導の外部監査があり，半年に l回の内部監査を災施して
いる。
以下では，カイゼン活動に対する組織的サポートの最後の項目として方針管理についてみて
いく。方針管理は現場PDCAと会社PDCAとをリンクする重要な要素であると考えられる。
自動車メーカー3社の取組は表7の通りである。
方針管理については， 3社とも会社・工場方針をトップで決定し，それを各部門へとブレイ
クダウンするという点で共通する。これはサプライヤー各社についてもほぼ同じである。評価
については，毎月あるいは四半期ベースで定例の会合を開催し，進捗状況の確認，あるいはス
コア付けといったことが実施されている。全体総括は年次あるいは半年ベースで実施され，そ
れをベースに次期方針の策定というプロセスもほぼ共通していた。 SQCDといった主要項目に
ついては，月ベースの評価と目標値がグラフとして工場内に張り出されている。工場内では.
毎朝，前日の反省と当日の活動の確認，情報交換といった活動が展開されていた。このような
日常管理と会社方針をリンクする仕組みは 日系 インド・外資系ほぽ全てに共通していた。
日常管理で用いられる指標やチェック項目作業の注意点などは，各ショップやワークテーブ
ルのー画に張り出されており 「目で見る管理」というコンセプトがインドでは幅広く浸透し
ていることが想像できた。ただ変化点管理のようなより詳細な日常管理のスキームは日系のみ
でしか観察されなかった。
日系と他との違いを挙げるとすれば， 日系についてはトップの日本人経営者と現地管理者と
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の聞のキャッチボール(コミュニケーションの繰り返し)やOJTが重視されているというこ
とができる。つまり方針管理の策定を通して現地管理者の管理能力育成を図るということであ
る。その一方で，インド系や外資系ではスコアカードを用いた明確な KPIsの設定やトップダ
ウン・プロセスの重視という点を挙げることができる。 FTTlについては，ターゲットの設定
は.Best Business Practice (BBP) というグローパル・スキームの一環となっており，工場
や部門レベルにターゲット設定に関与する余地はないという。スコアはグローパルで他の工場
と比較され，ランク付けがなされる仕組みとなっている。その一方で，スコアの高い他の工場
をお互いに見学するなど，グループ内相互学習の仕組みとのリンクもみられた。
印象的な試みはインド系2次STY3の活動である。ここではベストプラクティスをシェア
するために毎月各部門でその月の達成度についてのプレゼンが実施されていた。作業者レベル
では. 1年を通して月に l回は自分たちのカイゼン活動の成果をプレゼンする形となっている
という。 STY3はこのようなベストプラクテイスのシェアをトヨタ系顧客FTY2のサプライ
ヤー支援活動から学んだという。ここにトヨタ流マネジメントが2次レベルにおいてまでイン
ドで着実に浸透している様をみてとることができた。
3.部品調達・供給システム
3. 1 材料・部品調達の実態
サプライヤー・システムとして，まずは材料・部品調達の実態について自動車メーカー3社
の取組を以下でみていく。また，サプライヤーの取組については，表8で示している。
Toyota 
Etiosを例とすると，大物ユニット(エンジン・トランスミッション)を除いた現地調達
率は85%である。残りの 15%と大物ユニットは日本およびアセアンから輸入している。ガソ
リンモデルについては大物ユニットも含めて 90%の現調化が達成されている。鉄鋼の75%は
現調化している。これは TataSteelが防錆鋼板の技術を有していることに大きく起因してい
る。アルミは輸入している。電子部品については現調化が非常に困難である。現在は.現調
化率100%を目指して活動している。現地サプライヤーの数は 111社である。ここには日系と
外資系の双方が含まれる。インド圏内の 80%のサプライヤーは BangaloreとChennaiにいる。
Etiosの投入により.Bangalore' Chennaiからの依存度を 74%から 80%へと拡大した。
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Tata 
現地調達率は金額ベースで98%以上である。金型については内製工場があるものの，値段
が安いことから，最近はほとんど韓国から調達している。フロントエンドモジ、ユールの導入に
より， 32のサブアセンブリーと 18サプライヤーからの部品調達を lモジュール l社へと合理
化した。またコックピットでも 30のサブアセンブリーと 10サプライヤーを 1モジ、ユール l杜
へと合理化している。このような合理化と近接サプライヤーからの調達拡大を試みてきている。
現地サプライヤーの数はおよそ 3∞社である。金額ベースで全体の 75%はマハラシュトラ州
内から調達している。
vw 
現地調達率は数量ベースで70%であるが.エンジンやミッションなどパワートレインはド
イツから輸入している。また鉄鋼もドイツスタンダードに準じておりドイツから輸入している。
ここから，金額ベースでは相当額が輸入されていると思われる。工場設備について溶接ロボッ
トはドイツから輸入し， Under Bodyラインは韓国の設備メーカーを用いている。現地サプラ
イヤーの数は85社である。インド圏内の80%のサプライヤーはマハラシュトラ州内から調達
している。
表8 サプライヤーにおける材料・部品調達の実態
-現地調達率は70%で.残りは日本，タイ，インドネシア，中国から輸入している。金型は日本l
韓国(メイン)，タイ，中国から調達している。現地調遥を模索しているが，いいメーカーがはっ
FTY1 からない。
-現地サプライヤーの数は 15社である。
-現地調達率は 62%で，残りは日本，タイ，中国，インドネシア，勝国から輸入している。プラスチッ
クの材料はタイから輸入している。鉄は日本の新日鉄からの輸入が中心となっている。
FTY2 
-現地サプライヤーの数は 58社で，インド国内の65%のサプライヤーはBangaloreとChennaiに
いる。
-現地調達率は 15%で，およそ50%は日本から，残りはタイ，インドネシア，アメリカなどから輸
FTY3 入している。機能部品の現調化は非常に雛しい。
-現地サプライヤーの数は23社である。
-現地調達率は 10-20%で，残りは輸入である。日本からの割合は40%である。
STY1 
-現地サプライヤーの数は4社で.うち Bangaloreにいるのは1社である。
-現地調達率は97-8%である。
STY2 
-現地サプラヤーについては.材料で7社と下請けで 14社から調達している。
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-現地調達率は80%である。プラスチックの材料の一郎は顧客指定で日本から輸入している。
STY3 
-現地サプライヤーの数は20社である。
-現地調達率は 80%以上である。日本から輸入しているウレタンの材料は 15%ぐらいを占める。現
地技術では対応できない機能部品も輸入している。ここ数年で主要パーツの内製化を進めてきて
FTT1 いる。
-現地サプライヤーの数は 180社(グルー プ全体)である。
-現地調達率は85-90%で，インジ、ェクションで使う特殊な表皮や材料は輸入している。
FTT2 
-現地サプライヤーの数は 104社である。
-部品と材料の現地調達率は100%である。
STTl 
-現地サプライヤーの数は80社である。 90%のサプライヤーは同じ Puneエリアにいる。
注.現地調達率は金額ベー ス。
自動車メーカー3社の現地調達率についていえば vwはパワートレインと鉄鋼をドイツに
依存しているため，金額ベースでは相当程度の輸入があるといえる。パワートレインのドイツ
集中生産は 2012年に訪問したブラジルでも観察でき これはvwグローパル戦略の一環であ
ると考えられる(フゃラジルにおける自動車・部品メーカーの実態については青木 (2013) を参
照)0Toyotaについては.エンジン・トランスミッションの現地内製工場の設立と TataSteel 
の利用などから，この点での現地化はある程度進んでいる。しかしアルミや電子部品など輸入
に依存せざるを得ない領域も残している。 Tataについては，ほぼ全てをインド圏内で調達し
ている。これは電子部品や機能部品などは，モジ、ユールやシステムとして l次サプライヤーか
ら調達しているという状況とも関係していると思われる。しかしながら.Tataのモジュール・
サプライヤーである FTT1やFTT2をみると 80%以上が現地調達となっており，日系 l次よ
りはかなり高いレベルとなっている(表8参照)。これは2社とも R&D機能をインド圏内に
有しているために，現地材料に応じた設計・開発を行うことが可能となっていることと関係が
あると思われる。
他方， 日系企業については，現調化の推進は大きな課題とされているものの.インド圏内に
設計・開発機能を有しているわけではないので，現地材料に応じた設計変更が素早く可能とな
る状況にはなっていなし、。また鋼材についても，日本では順送プレスがメインであるが，イン
ドでは単発プレスがメインとなるため，加工技術の違いという点での材料現調化の困難性とい
う問題も確認できた。かといって現在の労働コストと生産量を考えれば，最先端の日本の機械
をそのまま移転するわけにはいかない。インド系2次メーカーについては，表8に示されてい
るように，顧客が決定する材料としての日本からの輸入があるが，それ以外はほとんど現地材
を用いている。
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3.2 部品供給システム
次に，部品や材料の供給システムがどのような形となっているのかについて，まずは自動車
メーカー3杜の取組からみていく。
Toyota 
工場敷地内に7社のサプライヤー(シート，ヘッドライナー，カーペット，ボディシェル，
ガラス，チューブ，ホイーjレ・タイヤ)を誘致し，そこから主に第2工場に順立て納入している。
数量ベースで90%は順立て納入をしている。同じ工場団地エリアの中には，内製部品工場(エ
ンジン， ミッションなど)と ToyotaTechno Park (TTP)がある。 TTPは豊田通商との合
弁会社で管理し，パーク内の工場にマネジメントやロジスティックのサポートを提供している。
プレス，スチールセンター，インパネ&パンパー，シンクロナイザーリングを供給する 4社
の工場がある。 TTPとの聞では順立て納入はしていない。 6kmほど離れた場所の工場から
は第1工場へとシートを順立て納入している(生産はロットベース)。他の部品はJITでカン
パン納入しており.日本からの輸入品や遠方からの部品は工場の中のコンテナを用いて管理し
ている。
Tata 
工場に隣接したサプライヤーパークはないが， 2km先に内製部品工場(コックピット， ド
アなど)， 5km先にサプライヤー集積地(シート，ラジエータなど)がある。前後パンパー，
シート，コックピット，フロントエンド， ドアパット，サブフレーム，ツイストビームなど
50%以上を周辺サプライヤーから順立て納入している。コックピットについては， 2km離れ
た工場から順立て納入しているが，当工場で情報を受けてから納入されるまでのリードタイム
は110分である。部品工場では 情報を受けてから順序生産を 15分で行う。ライジサイドへ
の部品供給は順立てではなく，ロット配給となっており， HVACについては， 6種類のもの
が1時間分ストックされている。その裏には1日分の在庫が用意されている。ステアリングコ
ラムについては， Chennaiのサプライヤーで生産されたものがChakanの倉庫にストックされ，
そこから納入している。ステアリングコラムの組付けについては トルクに設置されたセン
サーがOKの場合のみシグナルを出すポカヨケが装備されている。ワイヤー・ハーネス，カー
ペット， ダッシュボード，ノすツテリー，サイドミラー，ヘッドライナー，フロアーコンソール
はJITで調達し工場内で順立てをして，ラインへと供給している。 JITパーツの在庫は4時
聞から最大1日までである。 Delhiなど遠方からの部品については，外部ロジスティックサー
一一一インド自動車産業におけるカイゼン活動とサプライヤー・システム一一 199 
ピス会社の倉庫にストックされたものが，デイリーベースで必要な分量のみ工場へと搬送され
てくる。
vw 
当工場専用のサプライヤーパークはないが，工場周辺lkm以内に多くのサプライヤーが立
地しており，そこから納入している。ハイボリュームで重要度が高くスペースを多くとる(倉
庫に置ききれない)パーツ(ダッシュボート，パンパー.シートなど)は順立て納入している。
プレス部品については，工場内部のサプライヤーから順立て納入をしている。当工場はまだ4
年の歴史しかなく，ローカルサプライヤーは開発途上である。 )1買立て納入の割合は8-9%程度
に過ぎない。工場内でのラインへの部品供給は車両I台分のみの部品をマテリアル・ハンドリ
ングが予め選別してからラインへと供給するキット・システムが採用されている。
以上でみたように. 3社のうちでサプライヤーからの順立て納入を最も活用しているのは
Tataである。これは現地調達率が高いことと モジ、ユールコンセプトを積極的に取り入れて
いることと関係していると思われる。50%以上をサプライヤーから直接順立て納入する方式は，
日本式というよりはドイツ式に近い。しかしながら.vwについては まだ歴史が浅いという
ことと， ドイツからの輸入に依存しているということもあり，順立て納入の比率は 8-9%に過
ぎない。 Toyotaについても，工場敷地内にサプライヤーを誘致し.そこから直接順立て納入
を試みるといった日本とは異なる形式をみてとることができた。
サプライヤー各社について. 1次については， Toyota系.Tata系双方において. 1日0.5-6
回のJIT方式で周辺サプライヤーから部品を調達していた。 Toyota系FTY3では，材料メー
カーを除きほぼ9割に対してミルクラン方式でJIT納入を実施していた。 Tata系FTT2では，
カンパンは用いられておらず，デイリーベースでスケジュールを e-mailで送信し，納入量と
トラックの積載量に応じて分割して納入する仕組みとなっていた。輸入部品や遠方からの部品
については，あるレベルの安全在庫が必要となる。 Delhiから Bangaloreへの配送となるとト
ラックで約1週間を要するという距離的な問題も存在する。このような理由から，各社とも近
隣サプライヤーからの調達を拡大する試みが行われていた。 2次レベルについては.原材料や
顧客指定品の調達がほとんどであり，倉庫内で、パッチレベルでの管理が行われていた。倉庫内
での材料保有量の見える化 (STY3)や倉庫と生産ライン聞でのカンパン管理 (STyl)など
の取組を確認することができた。
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4.組織間関係のマネジメント
4. 1 サプライヤー支援活動
まずはサプライヤー支援活動について， 1次サプライヤー， 2次サプライヤー双方に対する
自動車メーカー3杜の取組を以下でみていく。また サプライヤー各社におけるサプライヤー
支援活動の実態については.表9に示しである。
Toyota 
安全，品質生産，原価，現場改善の5項目のレベルアップを目的としてSupplierSupport 
Centerを設立している。大きく 2つの柱があり，その lつは各サプライヤーが自社のSPE
(Supplier Project Expert)を1年間Toyotaに勉強に出し， トヨタ流のマネジメントや生産
システムを持ち帰り，自分の会社の改善に役立てるという活動である。 2008年から開始し，
2013年で50-60社からの受け入れが完了する。 2015年までにすべてのl次サプライヤーをカ
バーする予定である。もう lつはリクエストに応じて支援人材をサプライヤーに派遣するとい
うもので，支援経費はサプライヤーに負担してもらう形である。現地に出向いて支援する人材
は25人くらいおり， 2013年は5社に対して支援を提供している。これら支援は Toyota向け
ラインのみの改善というよりは，会社そのもののレベルアップを図ることを目的としており.
他社向けのラインについても問題があればサポートしている。 2次サプライヤーについては.
支援という活動ではなく，フォローアッフ。は行っている。 2次サプライヤーのレベルで問題が
生じた場合には，直接出向いて指導もしている。
Tata 
SQI (Supplier Quality Improvement)プログラムを有しており， 45・50人のSQチームがサ
プライヤ一品質をサポートしている。業績評価でサプライヤーに対しA-Eのランク付けを行っ
ており，問題のある DとEランクのサプライヤーを主にサポートしている。 SQチームで対
応できない場合は，日本人コンサルタントに支援をお願いしている。 2次サプライヤー支援に
ついては， ]ICAやインド政府がサポートする国家レベルのプロジェクトとして VSMEという
プログラムを実施している。その一環として， 2012-13年において， Tataから5人と l次サプ
ライヤー5社から5人の合計30人が， 日本人指導者の下で1年間(毎月 1セッション5日間)
の教育を受けた。例を挙げると， 1つのセッションで5Sをやり，それを次のセッションまで
に自社の工場内で実践する。それから次のセッションに移り，VMap (工程フローの見える化)
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の講義を受ける。このような教育を受けた後には l次サプライヤーがそれを2次サプライヤー
へと展開していく。 18社の2次サプライヤーがこのプログラムに参加している。
VW 
VWPST (VW Production System Training)というイベントを年4回開催している。 l
回に20-25社のサプライヤーが参加し 2日聞の生産システム関係の教育を工場内のLean
Centerで受ける。これは 1年間で全てのサプライヤーが参加する形となる。問題のあるサプ
ライヤーについては品質チームが訪問しサプライヤーと共同で特性要員図などを用いて問題
解析・改善を実施している。 2次サプライヤーに対するサポート・プログラムはない。
表9 サプライヤーにおけるサプライヤー支援活動の実態
l次
. QCチームが半年に l回サプライヤーを定期的に訪問している。また半年に l回サプライ
ヤーを工場に招待してクラスルーム教育を提示している。
FTYl 
2次
.2次サプライヤーについて定期的な訪問は実施していない。問題が生じた場合は l次サプ
ライヤーと伴に訪問し改善を試みている。
l次
. SPTTという専門スタッフが悪い部品のす法や型などを分析し，原因追究を手伝っている。
また QCも担当部署からメンバーを出し，問題の解析と改善を手伝っている。
FTY2 
2次
-問題の真因として2次メーカーの材料や構成部品の作り方が悪いということであれば，現
地でQCと一緒になって要因を解析し，そこで対策を立てている。
l次
-およそ半数に対して年l回，残りに対して2年にl回監査訪問している。問題が生じた場合，
FTY3 QAが中心となって問題を解析し改善をしている。
2次 .2次サプライヤーの支援まではまだ手が回っていない段階である。
1次
-下請けの l社については，設備のプログラムなどについて人を送り，加工精度の向上，品
STYl 質を保証できるような工程の構築，といった活動を伴にしている。
2次 -下請けには支給材を用いているので現地の2次サプライヤーはいない。
l次 -特に支援活動は実施していない。
STY2 
2次 -特に支援活動は実施していない。
l次 -特に支援活動は実施していない。
STY3 
2次 .2次サプライヤーはいない。顧客から認められていない。
-サプライヤー支援を行うスタッフが15人おり.問題が生じた場合のみサプライヤーへの
l次 訪問を実施している。また年4-5回サプライヤーに対してトレーニングコースを提供して
FTT1 いる。
2次 -問題があれば2次へと支援を拡張する。
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. SQAチームがサプライヤーを訪問し，品質についてサボ}トしている。 Tata主導の
l次 VSMEプログラムに2012年は3社のサプライヤーが当社の支援の下で参加し，教育を受
FTT2 けた。
2次 -新製品開発の際には2次レベルまで認証する仕組みがある。
l次 -顧客のTPM活動の一環としてサプライヤーに対してTPM活動実施のための支援者を送っ
STn ている。問題が生じた際は品質と調達がチームでサプライヤーを訪問する。
2次 -顧客指定の材料を用いており.tier2はほとんどいない。
まず自動車メーカー3社については，全ての企業でl次サプライヤーに対する公式的な支援
プログラムを有していた。 3杜聞の差異については， ToyotaやVWは全サプライヤーに対す
る教育・支援ということを意図しているが， Tataについては問題を抱えたサプライヤー (SQI)
やキーサプライヤー (VSME)を主な対象としている， という点に見出すことができる。また
ToyotaやVWは自前のサポートを提示しているのに対し， Tataについては.カイゼン活動
と同様にコンサルティングを用いたサポートが活用されていた。また Toyotaについては.自
社向けラインのみならず サプライヤーの実力そのもののアップを目指した支援となってお
り，インドの産業基盤そのものの向上をも意図した活動とみてとることができる。 2次サプラ
イヤーへの支援という点では， Tataのみが公式的なプログラムを有していた。外部コンサル
タントを援用したものであるが，内容については，管理姿勢を始め， 5S.工程フローマップ，
平準化，ラインバランスとかなり充実したプログラムである。
一方，サプライヤー各社については，表9に示されているように， 1次レベルではその l次
サプライヤーに対する何らかの支援プログラムが展開されていた。問題が生じた際のサプライ
ヤーへの訪問・指導がメインであるが，サプライヤーを招聴してトレーニングを提示している
FTYlのようなケースもみられた。 FTT2は， TataのVSMEプログラムに参加しているサプ
ライヤーの lつであるが，自社内にも VSMEルームを設け.サプライヤー3杜との聞で教育・
支援活動を展開していた。 l次サプライヤーの2次レベル(メーカーからは3次レベル)への
支援は問題が生じた場合や，新製品開発の認証といった限られた場面のみで展開されていた。
2次サプライヤー各社については 材料メーカーや顧客指定サプライヤーからの調達がメイン
となっており，サプライヤー支援活動はほとんど見られなかった。日系2次のSTYlについ
ては.下請けメーカー l社に対する支援が展開されていた。 Tata系2次のSTTlについては，
他の顧客 (Bajaj)の l次として供給している部品もあり，その部分については顧客主導のサ
プライヤー支援活動の一環として，サプライヤーへの教育・支援を展開していた。 FTT2の状
況も考慮すると.インド系サプライヤーにおけるサプライヤー支援活動は，顧客支援プログラ
ムに依存して展開される傾向がある，ということができる。
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4.2 共同勉強会・相互知識交流活動
共同勉強会・相互知識交流活動については， Toyotaの自主研など日本では長い歴史を有す
る活動であるといえる。まずは 自動車メーカー3社におけるこのような活動のインドでの実
施状況について以下でみていく。
Toyota 
サプライヤー同士であるテーマを設けてお互いに訪問し合うという自主研のような活動はま
だ展開されていない。あるサプライヤーを訪問してカイゼンするという類似した活動はSPE
トレーニングの一環として実施している。 2013年は 20社で70のテーマが設定されており，
lつのテーマは3-6ヶ月程度で完結する形となっている。 QCやカイゼンのコンテストは，品質，
納入，コストなど4つくらいに分けて運営しており 全国大会は年各l回ずつ開催している。
日本の様にサプライヤー自身が事務を組織して実施するまでには至っておらず，主に Toyota
が指導をしながら実施している。それとは別に， Toyota groupで月例会議を実施している。
グループで生じた品質問題は， Toyotaを通して全てお互いにシェアされる形になっている。
また，サプライヤーで改善された事例は，次期モデルの開発の際に役立てるべく Toyotaへと
ヨコテンされる。
Tata 
サプライヤーと共同でベンチマークをし，品質，コスト，納期についてのワークショップ
を共同で開催している。 2012年はDelhiとChennaiでl回ずつ開催し，総計26社が参加し
た。 ここにはシニア管理者レベルが参加し お互いにブレインストーミングを行う。その後
に改善成果について Tataからのモニターがある。 16ステップ・サプライヤ一品質改善プログ
ラムという設計から部品評価までの 16ステップにおけるサプライヤーの理解を促進するワー
クショップもある。 2012年はPune，Thane， Delhi， Chennaiで開催し 総計 157社が参加した。
VSMEの一環として，サプライヤー同士がカイゼン実例をシェアする場も設けられている。
VW 
VWPSTの一環としてベスト・プラクテイスの相互交流会を実施している(年4回)。当工
場の取組やサプライヤーの取組をお互いにプレゼンしそれを参加サプライヤーとの聞で相互
にシェアしている。ここでは収益性や品質の向上事例が中心となる。
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以上のように，自動車メーカー3杜とも何らかの形でサプライヤーと共同で勉強会やベスト
プラクティスをシェアする仕組みを有していた。 Toyotaにおいては，実際にカイゼン活動の
プロジェクトを立ち上げ.それをサプライヤーの現場でお互いに訪問し合って勉強する.とい
うよりインターアクテイブな活動が展開されていた。 Toyota系サプライヤーのFTY2におい
ても類似した活動が展開されていた。年2回のペースであるサプライヤーを訪問し，そこが現
地現物で、良い改善事例を発表し.それを他のサプライヤ一間で共有するという活動である。こ
のような活動は，インド系2次サプライヤーに非常にいい勉強機会を提示していることが. 2 
次サプライヤーへのヒアリングから確認することができた。 Tata系サプライヤーについては.
FTT2やSTT1で顧客サプライヤー支援活動の一環としてサプライヤーとの間で，あるいはサ
プライヤー同士でベストプラクティスをシェアする活動を展開していた。それ以外においては，
公式的な活動として勉強会を組織しているようなケースはみられなかった。
4.3 定例会鵠と評価・表彰活動
最後に，サプライヤーとの間で開催される定例会議や評価・表彰活動といった点について，
まずは自動車メーカー 3社の状況をみていく。また，サプライヤーの状況については.表 10
に示しである。
Toyota 
TKSA (Toyota Kirloskar Suppliers Association)という協力会があり.カイゼンや QCコ
ンテストを実施している。これはあくまでも Toyotaが主体となって実施しており，サプライ
ヤー自身が事務局を運営する協豊会のような組織にまで、は至っていなし、。積極的に参加してい
るのは45.50社である。 TKSA活動の一環として サプライヤー各社がタイを訪問し. トレー
ニングを受けるというプログラムも存在する。年l回開催する仕入先総会には全11杜が参加
する。品質，納期，コスト，新規プロジ、エクト，安全・環境などの項目で優秀なサプライヤー
にアワードを出している。
Tata 
四半期ベースで VenderCouncilを開催している。ここには.Relationship. Quality. 
Efficiency. Technologyという 4つの分科会がある。その主な目的は.サプライヤーとの聞の
コミュニケーション，ベストプラクテイスのシェア，品質やコストの共同改善などである。年
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一回の大きな会合は，商用車も含めたグループワイドで実施している。 2012年はPuneで開催
し 2013年はMacauで開催した。ここには500以上の参加者が得られている。評価については.
毎月.品質，コスト，納期，技術などについて. A-Eでランク付けを行い.Aランクのサプ
ライヤーの中から各項目についてベスト・サプライヤーを年一回選出し.表彰している。
vw 
仕入先総会 (Generalsupplier meeting)を年 l回開催している。評価については，四半期
に1回サプライヤーを訪問視察し品質と納期(時間道守)という点で高い順にABCとサプ
ライヤーの評価付けを行っている。品質についてベスト・サプライヤーは仕入先総会で表彰し
ている。
表 10 サプライヤーにおける定例会鵠と評価・表彰活動の実態
定例会議 -定例会議は実施していない。視察訪問や講習会への招待などは実施している。
FTYl 評価・表彰 -サプライヤーに対する表彰は行っていないが，定期的な評価とそのフィードバック
活動 は実施している。
-年l回仕入先総会を開催し.自社の取組の説明を行っている。定例ではないが年2
定例会議 回の改善事例発表会も実施している。毎年3月に品質と納入についての視察をして
FTY2 いる。
評価・表彰 . QCDと現調化などについてベストメーカーを発表し，記念品の授与，表彰をして
活動 いる。毎月仕入先毎に品質，コストと納入の実績をフィードパックしている。
定例会議
-インドにある他のグループ会社と共同で仕入先総会を開催し，今後の計画，生産ボ
リュームやSCMなどについての情報を全サプライヤーに対して提示している。
FTY3 
評価・表彰 -仕入先総会でQCDと総合経営という点ついてアワードを与えている。品質と納期
活動 については毎月評価を行っている。
定例会議 -定例会議は実施していない。こちらから出向いて話をするようにはしている。
STYl 評価・表彰 -サプライヤー・アワードは実施していない。サプライヤーの評価はTSで決められ
活動 たツールで年に l回実施している。
定例会議 -定例会議は実施していない。
STY2 評価・表彰 -表彰活動は行っていない。品質やコストなと守について最低年1回の訪問視察は行っ
活動 ている。
定例会議 -定例会議は実施していない。
STY3 評価・表彰 -表彰活動は行っていない。半年に 1回重要なサプライヤーを訪問し.QCDの評価
活動 を実施している。それ以外は年 l回である。
定例会議
-年l回仕入先総会をホテルで実施している。自社の業績とサプライヤーの業績，次
期の戦略.サプライヤーへの期待などを説明している。
FTT1 
評価・表彰 . QCDD (deve!opment)について毎月業績静価を実施している。年度ペースで総括
活動 を行い，ランキングをサプライヤーに公表している。仕入先総会で表彰も行っている。
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定例会議
-年l回仕入先総会をホテルなどで開催し.様々な機能部門が戦略などを説明してい
る。
FTT2 
評価・表彰 -仕入先総会でベストサプライヤーの表彰をしている。月に一回サプライヤ一品質の
活動 評価を行い.その結果をフィードパックしている。
定例会議 -年l回グループベースで仕入先総会を開催し，サプライヤーの貢献を評価している。
STTl 評価・表彰
-年l回サプライヤーを監査訪問し，評価をしている。サプライヤー ppmについて
活動
は毎月データを取っている。品質と納期ではベストサプライヤーを年l図表彰して
いる。
以上でみたように，自動車メーカー 3社については，いずれも定例会議として年1回の仕
入先総会(サプライヤー・アワードも含む)を開催していた。 Toyotaについては， TKSAと
いう協力会をサプライヤーとの聞で組織し情報交換はもとより，勉強会やQC・カイゼン関
係のコンテストを開催していた。 Tataについても，四半期ベースでVenderCouncilという形
で，サプライヤーとの間でコミュニケーションやベストプラクティスのシェアを行う機会を
設けていた。サプライヤー各社については，表10に示されているように，企業規模が大きく.
ある程度の数のサプライヤーがいる場合は ほぼ仕入先総会を開催していた。ここには2次の
STT1 (Bajajからは l次)も含まれる。多くの企業は仕入先総会において優秀サプライヤーに
対する表彰も合わせて行っていた。仕入先総会や表彰のプログラムを有していない企業につい
ても，サプライヤーの業績(特に品質と納期)を定期的に評価する仕組みは全ての企業が有し
ていた。このようなサプライヤー活動の開催頻度は2次→l次→メーカーの順に増大していく
傾向が観察された。
U おわりに
最後に，カイゼン活動とサプライヤー・システムのそれぞれにおいて調査企業により認識さ
れていたキーポイントや今後の課題についてまとめ，その後にインドにおける自動車関連企業，
特に日系企業にとっての今後の課題を提示して締めくくりとする。
まずカイゼン定着の重要なポイントとしては，各社より様々な意見が出されていたが，大ま
かに集約すると.従業員のモチベーション(適切な報酬や参加機会を含む)，教育・訓練(そ
のための道具立てや撲も含む)，コミュニケーション(目標設定，成果のフィードパック，褒
めることを含む)の3点に対する重要性が各社によって認識されていた。これは日系，インド・
外資系の差異を問うものではない。むしろ不十分な教育機会，未発達な経済状況といったイン
ドそのものの社会情勢，さらには目標に向かつて突き進んでいく積極性や褒められることでの
モチベーション・アップといったインド人の人材特性と大きく関係していると考えられる。今
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後の課題については.日系企業においては.まずは人材育成や教育訓練といった点がほぼ共通
して挙げられており，特にステップ・パイ・ステップで着実に進めていくことの重要性が認識
されていた。これは短期間で急激な拡大と成長を志向する Hyundaiなどのアプローチとは大
きな対象をなすということができょう。インド・外資系も含む全体についていえば，経済状況
の停滞や逼迫した財務状況といった外部環境にいかに対峠していくか， という点が大きな課題
として認識されていた。
サプライヤー・システムについては 約束の道守 明確なコミュニケーション，ロジカルな
説明といった点の重要性が，日系，インド・外資系を間わず認識されていた。このような点が
長期的な企業聞の信頼関係を築いていく上で重要であるという認識には，国境は関係ないとい
うことが示唆される。また日系，インド・外資系を問わず，ある程度の規模を有する企業にお
いては，サプライヤーに対する教育・訓練の提示，品質や納期などを共同で改善していく活動
の重要性が認識されていた。インド人マネージャーとのインタビューにおいても，サプライヤー
はパートナーという言葉が普通に使われるように見受けられた。ここから.インド自動車産業
においては，サプライヤー・システムの重要性についての理解がすでに一定レベルで定着して
いると考えることができる。これは，国家レベルの産業プロジェクトとしてQCCやTQCを
推進・支援する仕組みがある.VSMEといった国家レベルでのサプライヤー支援プログラム
が存在する，といったことと少なからず関係しているといえよう。双方とも，日本的な方式を
ベースにインドを支援するプログラムである。
以上からカイゼン活動，サプライヤー・システムの双方において.インドにおいては日本的
方式に対する一定の理解が定着していることが示唆される。提案制度やQCCなど実際に行っ
ている活動そのものに日系，インド系の間で大きな差異はみられない。むしろ提案の数などで
はインド系の方が勝っているケースもある。他方. ppmレベル.自前 vs外部知識の活用とい
う点では差異がみられた。日系企業においては.自前でOJTベースの着実な教育・訓練とい
うことに力が注がれていたが，インド系においてはコンサルタントの活用によるジャンプ・アッ
プということがしばしばみられた。これは後発的なポジションからキャッチ・アップするため
には有効な方法であると考えられるが 深い理解が得られないままに活動のみが進展していく
危険性をも伴うものであると思われる。 Toyotaおいては，職制レベルへの徹底的なカイゼン
教育が展開されている最中であり 作業者レベルへの展開はまだであった。その理由として，
価値を生む作業とは何か.ムダとは何か.ムダはどう削減するのか，標準作業はどう改定する
のか，このような知識を現場でしっかりと教育していくためには相当の時間を要するというこ
とが考えられる。そのようなことについて職制レベルで理解が得られないままに表面的な教育
を全体に施しでも，カイゼン活動の現場への定着は得られないのではないか。現に Tataでは，
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カイゼン活動と現場での日常的な作業実践との聞の連動が弱いという問題点が認識されてい
た。もちろんコンサルタントによるアプローチによりけりではあろうが.インド系については
コンサルタント・ベースの教育の限界という点にも着目すべきであろう。
最後に，今後の課題について言えば.自動車メーカー3社とも顧客ニーズにマッチしたモデ
ルの提供という課題を抱えていた。そのためには.R&D機能の充実化ということも必要となっ
てくる。R&D機能の充実化については，現調化の拡大という点から見ても大きな重要性を持つ。
これは「品質を維持したままでの価格低下」という最初に述べた日本企業にとっての課題に取
り組むためにも不可欠であるといえよう。この点については.アメリカ系の FTT1はインド
圏内に 1.000人規模のR&Dセンターを設立するなど相当積極的な取組を行っている。しかし
ながら，グローパルの活動範囲が拡大を続けている現在の状況にあって，全ての拠点でR&D
投資の充実を図ることには限界がある。まずは グローパルで、標準化・共通化していく部分と，
ローカルで適応していく部分の切り分けをどう行っていくのか.この点についての長期的な見
通しに立った戦略的な決定が大きな課題であるといえよう。
また現地化という点では，マネジメントの現地化という点がインドでは不可欠な課題である
と思われる。これは，インド独特の労使関係に対処していくためには，インド人のセンスを大
いに活用していく必要があるということである。実際に日系以外の企業で労使関係に大きな問
題を抱えているケースはみられなかった。しかしながら ステップ・パイ・ステップでの教育.
という日系の強みを考えれば，マネジメント人材の現地化には相当の時聞が必要であると考・え
られる。特に，方針管理で自らの部門の取組にどう優先順位をつけて行くのか.それを企業全
体でどう調整していくのか，という点は現場レベルのPDCAと会社レベルのPDCAを繋いで
いく重要な要因であると考えられる。この点での理解が不十分なままに形だけの現地化を I~I っ
ても，長期的に競争優位を喪失してしまう危険性も考えられる。その一方で、'外資系の FTTl
はインド人のみで管理されており 工場レベルに海外駐在員は一人もいないという状況であっ
た。生産システムはもとより，方針管理，教育・訓練という点にまでグローパル標準システム
が活用されている証拠であるといえよう。グローパJレ標準システムの活用と OJTベースの徹
底的な教育との聞の適切なバランスという点は R&Dと並んでインド自動車産業についての
今後の重要な研究課題ということができる。
最後にサプライヤー支援という点についていえば.ToyotaのTTPのような取組は. 1次の
みならず. 2次サプライヤーに対しでも大きな意義を持ちうると考えられる。日系2次STY1
の状況をみると，日本人トップが一人で調達から生産，人事と全てのマネジメントを仕切って
いる。このような状況で. 4ヶ月間におよぶストライキに一人で対処するという苦労は計り知
れない。また材料現地化のための人材や設備に投資するまでに十分な規模がないということも
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あり，現調率も 10-20%と低いレベルに留まっている。その一方でインド系の2次は，指定
材以外のほほ全ての材料を現調化している。もし2次サプライヤーも活用できる TTPのよう
な場があれば，共同での現地素材メーカーの開拓.倉庫や食堂の共同利用，苦情処理の共同解
決といった点で，大いなる支援が期待できる。深層現地化という点からいえば，ローカル・メー
カーによるマネジメントが困難な加工部品を提供できる日系2次サプライヤーのインド進出は
重要な意味を持ちうるといえる。このような動向を促す上でも インドでの2次サプライヤー
をサポートする仕組みの充実化は重要な課題であるといえる。
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